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１（１）．2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 2020年10月、日本は、「2050年カーボンニュートラル」を宣言した。

 温暖化への対応を、経済成長の制約やコストとする時代は終わり、国際的にも、成長の機会と捉える時代に突入。

➔ 従来の発想を転換し、積極的に対策を行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次なる大きな成長
に繋がっていく。こうした「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策 ＝ グリーン成長戦略。

 「発想の転換」、 「変革」といった言葉を並べるのは簡単だが、実行するのは、並大抵の努力ではできない。

 産業界には、これまでのビジネスモデルや戦略を根本的に変えていく必要がある企業が数多く存在。

➔ 新しい時代をリードしていくチャンスの中、大胆な投資をし、イノベーションを起こすといった民間企業の前向きな
挑戦を、全力で応援 ＝ 政府の役割。

 国として、可能な限り具体的な見通しを示し、高い目標を掲げて、民間企業が挑戦しやすい環境を作る必要。

➔ 産業政策の観点から、成長が期待される分野・産業を見いだすためにも、まずは、2050年カーボンニュートラ
ルを実現するためのエネルギー政策及びエネルギー需給の絵姿を示すことが必要。

➔ こうして導き出された成長が期待される産業（14分野）において、高い目標を設定し、あらゆる政策を総動員。
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１（２）．2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 電力部門の脱炭素化は大前提。

➔ 現在の技術水準を前提とすれば、全ての電力需要を100%単一種類の電源で賄うことは一般的に困難。

➔ あらゆる選択肢を追求。

再エネ ・・・最大限導入。コスト低減、地域と共生可能な適地の確保、蓄電池活用。

➔ 洋上風力・太陽光・蓄電池・地熱産業を成長分野に。

水素発電 ・・・ 選択肢として最大限追求。供給量・需要量の拡大、インフラ整備、コスト低減。

➔ 水素産業・燃料アンモニア産業を創出。

火力＋CO
2
回収 ・・・ 選択肢として最大限追求。 技術確立、適地開発、コスト低減。

➔ 火力は必要最小限、使わざるを得ない（特にアジア）。

➔ カーボンリサイクル産業の創出。

原子力 ・・・ 安全性向上、再稼働、次世代炉。

➜ 可能な限り依存度を低減しつつ、安全最優先での再稼働。

➔ 安全性等に優れた炉の追求。
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１（３）．2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 電力部門以外（産業・運輸・業務・家庭部門）は、「電化」が中心。熱需要には、「水素化」、「CO2回収」で
対応。

➜ 電力需要は増加 ➔ 省エネ関連産業を成長分野に。

産業 ・・・ 水素還元製鉄など製造プロセスの変革

運輸 ・・・ 電動化、バイオ燃料、水素燃料

業務・家庭 ・・・ 電化、水素化、蓄電池活用

➜ 水素産業、自動車・蓄電池産業、運輸関連産業、住宅・建築物関連産業を成長分野に。

 蓄電 ・・・ カーボンニュートラルは電化社会。

➔ グリーン成長戦略を支えるのは、強靱なデジタルインフラ＝「車の両輪」。

➔ デジタルインフラの強化 ➔ 半導体・情報通信産業を成長分野に。

電力 ・・・ スマートグリッド（系統運用）、太陽光・風力の変動調整、インフラの保守・点検等

輸送 ・・・ 自動運行（車、ドローン、航空機、鉄道）

工場 ・・・ 製造自動化（FA、ロボット等）

業務・家庭 ・・・ スマートハウス（再エネ＋蓄電）、サービスロボット等

➔ 全ての分野において、技術開発から、社会実装 ＋ 量産投資によるコスト低減へ。

➔ この戦略により、2050年に約290兆円、約1,800万人の経済効果・雇用効果が見込まれる。
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２（１）．2050年カーボンニュートラルの実現

 電力需要は、産業・運輸・業務・家庭部門の電化によって一定程度増加。

（熱需要には、水素などの脱炭素燃料、化石燃料からのCO2の回収・再利用も活用）

 非電力部門では、革新的な製造プロセスや、炭素除去技術などのイノベーションが不可欠。

 電力部門は再エネの最大限の導入及び原子力の活用、さらには水素・アンモニア、CCUSなどにより脱炭素化を進
め、脱炭素化された電力により、電力部門以外の脱炭素化を進める。

 2050年に、再エネが発電量の約50～60％、水素・アンモニア発電が10％程度、原子力・CO2回収前提の火力発
電が30～40％程度を占めることを、議論を深めて行くに当たっての参考値とし、議論を進めてきた。

➔ 専門機関によるシナリオ分析によると、電化進展により電力需要は増大することが想定され、増大する電力需要
を賄うため、最大限導入する再生可能エネルギーの他、原子力、水素・アンモニア、CCUS/カーボンリサイクルなど
あらゆる選択肢を追求する重要性が示唆された。

➔ 様々なシナリオを想定し柔軟に見直しつつ、イノベーションの実現に向けグリーン成長戦略を推進。

 2030年度における我が国の温室効果ガスの排出を、2013年度比で46％削減を目指し、さらに50％の高みに向け
て挑戦を続ける。

➔ これまでの目標を7割以上引き上げるこの野心的な削減目標に向け、省エネ量の更なる深堀り、再エネの最大限
の導入及び原子力の活用などを進める。

 引き続き、エネルギー基本計画の改訂に向けて、議論を深めていく。
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２（２）．2050年カーボンニュートラルの実現
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３．グリーン成長戦略の枠組み

 企業の現預金（240兆円）を投資に向かわせるため、意欲的な目標を設定。予算、税、規制・標準化、民間
の資金誘導など、政策ツールを総動員。グローバル市場や世界のESG投資（3,000兆円）を意識し、国際連
携を推進。

 実行計画として、重点技術分野別に、開発・導入フェーズに応じて、2050年までの時間軸をもった工程表に落と
し込む。技術分野によってはフェーズを飛び越えて導入が進展する可能性にも留意が必要。

 ①研究開発フェーズ：政府の基金＋民間の研究開発投資

 ②実証フェーズ ：民間投資の誘発を前提とした官民協調投資

 ③導入拡大フェーズ：公共調達、規制・標準化を通じた需要拡大→量産化によるコスト低減

 ④自立商用フェーズ：規制・標準化を前提に、公的支援が無くとも自立的に商用化が進む

 2050年カーボンニュートラルを見据えた技術開発から足下の設備投資まで、企業ニーズをカバー。
規制改革、標準化、金融市場を通じた需要創出と民間投資拡大を通じた価格低減に政策の重点。

 予算（高い目標を目指した、長期にわたる技術の開発・実証を、２兆円の基金で支援）

 税（黒字企業： 投資促進税制、研究開発促進税制、 赤字企業： 繰越欠損金）

 規制改革（水素ステーション、系統利用ルール、ガソリン自動車、CO2配慮公共調達）

 規格・標準化（急速充電、バイオジェット燃料、浮体式洋上風力の安全基準）

 民間の資金誘導（情報開示・評価の基準など金融市場のルールづくり）
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４．分野横断的な主要政策ツール

（１）予算

（２）税制

（３）金融

（４）規制改革・標準化

（５）国際連携

（６）2050年に向けた大学における取組の推進等

（７）2025年日本国際博覧会

（８）グリーン成長に関する若手WG
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（１）予算（グリーンイノベーション基金）

 2050年カーボンニュートラルは極めて困難な課題であり、これまで以上に野心的なイノベーションへの挑戦が必要。
特に重要なプロジェクトについては、官民で野心的かつ具体的目標を共有した上で、目標達成に挑戦することを
コミットした企業に対して、技術開発から実証・社会実装まで継続して支援を実施。

→ （国研）NEDOに10年間で2兆円の基金を造成した。

 カーボンニュートラル社会に不可欠で、産業競争力の基盤となる重点分野、具体的には蓄電池、洋上風力、次
世代太陽電池、水素、カーボンリサイクルなどを対象とし、グリーン成長戦略の実行計画と連動。

→ 重点分野ごとに、2050年カーボンニュートラル目標につながる、意欲的な2030年目標を設定（性能・導
入量・価格・CO2削減率等）し、その実現に向けて、民のイノベーションを、官が規制及び制度面で支援。

 産業構造審議会（グリーンイノベーションプロジェクト部会）において議論を行い、「基本方針」を策定。基金で
実施するプロジェクトの成果を最大化するため、同方針に基づき、

① CO2削減効果や経済波及等への貢献ポテンシャル
② 技術的困難度、実用化可能性等を踏まえた政策支援の必要性
③ 潜在的な市場成長性・国際競争力

等の評価軸を設定した上で、優先度の高いプロジェクトに対して重点的に投資。

→ 経営・技術・新規事業・金融等の幅広い専門性を持つ有識者の参画を得て、プロジェクトごとの内容や優
先度等について審議し、2021年夏以降に順次事業を開始。

 サプライチェーンの裾野を支え、新たな産業を創出する役割等を担う中小・ベンチャー企業の参画を促していくこと
が有効な領域も存在。

→ 小規模プロジェクトの柔軟な組成、開発テーマの分割公募、既存の中小・ベンチャー支援策との連携等、
幅広い主体が参画しやすい制度とすることにより、スタートアップ企業等との効果的な連携を促進。
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（１）予算（グリーンイノベーション基金）

 企業の経営者に経営課題として取り組むことへの強いコミットメントを求めるとともに、部会の下に設置する
WGにおいて、幅広いステークホルダーを交えて、継続的に取組状況等の確認を実施。

→ プロジェクトの実施企業は、採択時において、経営者トップのコミットメントの下、当該分野における長期的
な事業戦略ビジョン（10年間のイノベーション計画や経営者直結のチームの組成等）を提出。

→ 経営者自身に対しても、経営課題として粘り強く取り組むことへのコミットメントを明確化させ、プロジェクト成
功のための議論をする場への定期的な参画を求める。

→ 経営課題としての取組が不十分である場合の事業中止や委託費の一部返還、目標の達成度に応じて国
がより多く負担するインセンティブ措置等の仕組みを導入。

 これら経営者のコミットを求める仕掛けを作ること等により、政府の2兆円の予算を呼び水として、民間企業の研
究開発・設備投資を誘発（15兆円）し、野心的なイノベーションへ向かわせる。世界のESG資金3,000兆円
も呼び込み、日本の将来の食い扶持（所得・雇用）の創出につなげる。
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（２）カーボンニュートラルに向けた税制

 2050年カーボンニュートラルという野心的な目標に相応しい大胆な税制支援を措置。企業による短期・中長期のあ

らゆる脱炭素化投資が強力に後押しされることにより、10年間で約1.7兆円の民間投資創出効果を見込む。

（１）カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設

 産業競争力強化法の計画認定制度に基づき、以下①②の設備導入に対して、

最大10％の税額控除又は50％の特別償却を措置する（改正法施行から令和５年度末まで３年間）。

① 大きな脱炭素化効果を持つ製品の生産設備の導入

（対象製品）化合物パワー半導体、燃料電池、リチウムイオン電池、洋上風力発電設備のうち一定のもの

② 生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入※

※事業所等の炭素生産性（付加価値額/二酸化炭素排出量）を相当程度向上させる計画に必要となるもの

（計画の例）再エネ電力への一部切替えとともに行う、生産設備やエネルギー管理設備の刷新

（２）経営改革に取り組む企業に対する繰越欠損金の控除上限を引き上げる特例の創設

 新型コロナの影響等により欠損金を抱える事業者が、産業競争力強化法の計画認定制度に基づき、カーボン

ニュートラル実現等を含めた「新たな日常」に対応するための投資を行った場合、時限措置として欠損金の繰越

控除の上限を、投資額の範囲で、50%から最大100％に引き上げる（コロナ禍で生じた欠損金が対象。控除

上限引上げ期間は、最長５事業年度）。

（３）研究開発税制の拡充

 2050年カーボンニュートラルの実現含め我が国経済の持続的な発展の基盤となるイノベーションの創出拡大の

ため、コロナ前に比べて売上金額が２％以上減少していても、なお積極的に試験研究費を増加させている企業

については、研究開発税制の控除上限を法人税額の25%から30％までに引き上げる。 11



（３）金融

 2050年カーボンニュートラルに向け、政府の資金を呼び水に、民間投資を呼び込む。パリ協定実現には、世界で最大
8,000兆円必要との試算（IEA）もあり、再エネ等（グリーン）に加えて、省エネ等の着実な低炭素化の取組など
脱炭素化への移行（トランジション）、脱炭素化に向けた革新的技術（イノベーション）へのファイナンスが必要。

 グリーンファイナンスに関し、グリーンボンド発行額は2020年に初めて１兆円を超えた。
→発行支援体制の整備を行うとともに、国際的な動向や発行実績等を踏まえ、発行に当たっての手続き、環境整備等
について更なる検討を実施し、2021年度中に、グリーンボンドガイドラインの改訂等を行う。

 トランジション・ファイナンスは、脱炭素社会の実現に向け、長期的な戦略に則った温室効果ガス削減の取組に対して
資金供給するという考え方。
→「グリーン」な活動か、否か、の二元論だけでは、企業の着実な低炭素移行の取組は評価されない恐れ。国際原則を
踏まえ、日本としての基本指針を策定。指針を基に、脱炭素に向けた移行の取組について、一足飛びでは脱炭素化
できない多排出産業向けの分野別ロードマップ(鉄鋼、化学、製紙・パルプ、セメント、電力、ガス、石油等)等を策定。

→世界のカーボンニュートラル実現に向け、アジア等新興国のエネルギートランジションを進めるため、国内の基本指針を
ベースとしたアジア版トランジション・ファイナンスの考え方の策定・普及も推進する。各国経済成長に向けたニーズ等を
踏まえ、「トランジション」のロードマップの策定とともに、基本指針を基にしたアジアのためのトランジション・ファイナンスの枠
組みの策定、トランジションの実現に向けた各種取組を通じ、これらの国々を巻き込む。

→10年以上の長期的な事業計画の認定を受けた事業者に対して、その計画実現のための長期資金供給の仕組みと、
成果連動型の利子補給制度（３年間で１兆円の融資規模）を産業競争力強化法に創設し、事業者による長期
間にわたるトランジションの取組を推進。

→民間事業者が、設備投資誘発効果が大きく期待できるリース手法を活用し、低炭素化に資する先端的な設備への積

極的な投資を促進するための取組を推進（目標：1,500億円以上の投資誘発） 。
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（３）金融

 イノベーション・ファイナンスは、投資家向けに脱炭素化イノベーションに取り組む企業の見える化（ゼロエミ・チャレン
ジ：2021年３月時点で325社）を行っており、今後分野の拡大を図るとともに、投資家と企業との対話の場を創設。

 グリーン、トランジション、イノベーションの取組を支える政策にも力を入れる。
→リスクマネー支援：洋上風力等の再エネ事業や低燃費技術の活用、次世代型蓄電池事業等の取組に対して支援。
日本政策投資銀行（DBJ）の特定投資業務の一環として「グリーン投資促進ファンド」を創設（事業規模800億
円）。国際協力銀行（JBIC）に「ポストコロナ成長ファシリティ」（事業規模1.5兆円）を創設。

→企業の積極的な情報開示（TCFD：日本の賛同機関数は世界最多）：企業の脱炭素化に向けた取組にファイ
ナンスを促す共通基盤。2021年６月のコーポレートガバナンス・コード改訂を受け、プライム市場上場企業に対して、
TCFD又はそれと同等の国際的枠組みに基づく開示の質と量の充実を促進。
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（３）金融

 カーボンニュートラルに向けたファイナンス資金、すなわち国内外の成長資金が、カーボンニュートラルの実現に貢献する高
い技術・潜在力を有した日本企業の取組に活用されるよう、金融機関や金融資本市場が適切に機能を発揮するよう
な環境整備が必要。
 ソーシャルボンド（社会的課題解決に資するプロジェクトの資金調達のために発行される債券）を円滑に発行でき

る環境の整備（企業等が発行に当たって参照でき、証券会社等が安心してサポートできるガイドラインの策定とと
もに、社会的課題解決に関する具体的な指標等を幅広く例示する文書の策定を検討。）。

 マーケット情報等の提供も含めた情報基盤を開設：企業や投資家から見て利便性の高い情報提供を行う観点
から、証券取引所等が中心となって開設。

 グリーン国際金融センターの実現：民間業界において、グリーンボンド等の適格性を評価する認証の枠組み
（外部評価を前提に、グリーンボンド等の適格性を外部機関が客観的に保証するもの）を構築するよう、金融庁
等が後押し。

 ESG評価機関の在り方（透明性やガバナンス等）の検証。
 国際会計基準（IFRS）財団の枠組み策定への積極的な参画：気候変動を含むサステナビリティについての比
較可能で整合性の取れた開示の枠組みの策定の動きに、意見発信を含め日本として積極的に参画。

 間接金融中心の我が国において、各地域の脱炭素化を進める観点からは、地域金融の役割が重要。
→地域の脱炭素化を地域における経済と環境の好循環の創出につなげるため、国としての明確なビジョンを示すとともに、
先進的な地域金融機関と連携し、地域資源を活用したビジネス構築や地域課題の解決のモデルづくりを推進することで、
地域金融機関による環境・経済・社会へのインパクトを重視したESG金融の取組を促進する。

→金融機関に対して、融資先企業における気候変動対応を支援すると共に、ビジネス機会の創出に貢献するよう促してい
くほか、気候変動に関連する金融機関自身のリスク管理を求めていくため、監督当局によるガイダンスの策定等を行う。
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（４）規制改革・標準化

実証フェーズを経たところで、①新技術の需要を創出するような規制の強化、②新技術を想定していない不合理な規
制を緩和など、国内の規制・制度を整備するとともに、③新技術を世界で活用しやすくするような国際標準化等に積極
的に取り組む。

国内外での制度環境整備により、需要とグリーン投資を拡大し、量産化・価格低減を図る。

＜規制改革の取組（例）＞

（１）水素

 電力会社へのカーボンフリー電力の調達義務化と、取引市場の活用。
➔ 再エネ、原子力と並んで、カーボンフリー電源としての水素・アンモニアを評価し、水素・アンモニアを活用すればインセンティブ
を受け取れる電力市場を整備。

（２）洋上風力

 送電網の空き容量を超えて再エネが発電した場合に、出力を一部抑えることを条件に、より多くの再エネを送電網に接続する仕
組みのローカル系統等への全国展開に向けて必要な技術開発を進める。石炭火力などより再エネが優先的に送電網を利用で
きるようなルールの適用開始に向けての検討も進める。

 経済産業省（電気事業法）の安全審査合理化を進めるとともに、国土交通省（港湾法、船舶安全法）の審査と一本化
（2021年4月より開始）。

 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に基づく、風車撤去時の残置許可基準の明確化について、2021年度より有
識者も交えた検討会を開催し同年度前半を目途に一定の考えを示す。

（３）自動車・蓄電池

 技術中立的な燃費規制を活用し、あらゆる技術を組み合わせて、効果的にCO2排出削減を進める。

 蓄電池ライフサイクルの排出量見える化等について、2021年度を目途に制度的枠組みを含め、その在り方を検討。
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（４）規制改革・標準化

標準化の目的は、（1）市場の拡大、（2）新市場形成や差別化、（3）安全や安心、利便性、環境影響に関す
る規制や基準の基礎、等。これらも意識し、市場形成を見据えた標準化を進める。

ルール形成によって主導される市場創出の力を評価する指標（「市場形成力指標Ver1.0」）を策定。これの適用
等により、ルール形成主導型の市場創出を目指す。

＜具体的な標準化の取組（例）＞

（i）共通化すべき要素の技術情報を開放し、市場を拡大する標準化

 大型モビリティ向けの水素充填方法、液化水素運搬に必要なローディングアームなど関連機器、クリーン水素の定義確立のための
水素製造時のCO2排出量測定方法の標準化。

 燃料アンモニアの燃焼、管理手法に関する仕様・規格の国際標準化。 等

（ii）製品・技術等を正当に評価する「物差し」として市場形成や差別化を目指す標準化

 車載用蓄電池の定置用電池としてのリユースを促進するべく、蓄電池パックの残存性能等の評価方法や定置用蓄電システムの
性能・安全性に関する国際標準化を行うとともに、リユース促進等に関する国際ルール・標準化を進める。

 家庭用蓄電池の長寿命性の性能ラベルの開発・JIS化。

 次世代型太陽光電池に係る性能評価等の標準化。 等

（ⅲ）安全・安心等の基礎としての標準化

 世界でも新興領域とされる、大型風車を載せる「浮体式洋上風力」について、安全評価手法を国際標準化。 等
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（４）規制改革・標準化（カーボンプライシング）

市場メカニズムを用いる経済的手法（カーボンプライシング等）は、産業の競争力強化やイノベーション、投資促進に
つながるよう、成長に資するものについて、躊躇なく取り組む。

マクロ経済・気候変動対策の状況や、脱炭素に向けた代替技術の開発状況等を考慮した適切な時間軸を設定する
観点とともに国際的な動向や我が国の事情、産業の国際競争力への影響等を踏まえる必要がある。

− クレジット取引：政府が上限を決める排出量取引は、制度設計次第ではCO2排出総量削減が進むなどの利点
がある一方、経済成長を踏まえた排出量の割当方法の在り方などが課題。引き続き専門的・
技術的な議論が必要。
自主的なクレジット取引に関しては、日本でも、民間企業がESG投資を呼び込むためにカーボン
フリー電気を調達する動きに併せ、小売電気事業者に一定比率以上のカーボンフリー電源の
調達を義務づけた上で、カーボンフリー価値の取引市場や、J-クレジットによる取引市場を整
備（更なる強化を検討）。

→ カーボンフリー価値として、再エネ・原子力だけでなく、水素・アンモニアを対象追加することを
検討。

→ カーボンフリー価値を最終需要家（自動車・半導体など製造業）が調達しやすくなるよう、
取引市場の在り方を検討。需要家が市場取引に参加できる形での、再エネ価値の取引市場
を新たに創設することを提起。

→ J-クレジットにおいては、森林経営・植林由来や中小企業等の省エネ・再エネ設備の導入、
国等の補助事業に伴う環境価値のクレジット化の推進、水素・アンモニア・CCUS/カーボンリ
サイクル等新たな技術によるクレジット創出の検討等を通じ、質を確保しながら供給を拡大す
る。また、企業、政府、自治体でのオフセットでの活用による需要拡大を図る。

→ J-クレジットの永続性の確保、利便性確保のためのデジタル化推進、非化石証書等の他
の類似制度との連携、自治体との連携等の制度環境整備の検討を進める。
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（４）規制改革・標準化（カーボンプライシング）

— 炭素税 ：価格が一律に定まるため、事業活動への影響等について予見可能性が高いといった利点がある一
方、企業の現預金を活用した投資を促すという今回の成長戦略の趣旨との関係や公平性、排出
抑制効果の不確実性などの課題が存在。日本が既に導入済である「地球温暖化対策のための
税」や、その他のエネルギー諸税、FIT賦課金等の負担も踏まえる。

→ 負担の在り方にも考慮しつつ、プライシングと財源効果両面で投資の促進につながり、成長に
資する制度設計ができるかどうか、専門的・技術的な議論が必要。

— 国境調整措置： WTOルールと整合的な制度設計であることを前提に、諸外国の検討状況や議論の動向を注視
しつつ、国内の成長に資するカーボンプライシングの検討と並行しながら、製品単位当たりの炭素
排出量の計測/評価手法の国際的なルール策定・適用を主導し、対象となる製品に生じてい
る炭素コストを検証する。また、カーボンリーケージ防止や公平な競争条件確保の観点から立場
を同じくする国々と連携して対応する。
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（５）国際連携
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「日米競争力・強靱化(CoRe)パートナーシップ」
及び「野心、脱炭素化及びクリーンエネルギー
に関する日米気候パートナーシップ」

 気候変動、クリーンエネルギー及びグリーン成長・復興
 イノベーション・開発や実社会での普及の連携・支援強化
 スマートグリッド等、気候変動に適応したインフラの整備・

活用促進
 JUCEP等によるインド太平洋諸国等の脱炭素移行支援

等

「アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ
（AETI：エイティ）」
 各国のニーズや実態等を踏まえたエネルギートランジションのロード

マップの策定
 アジア版トランジション・ファイナンスの考え方の策定・普及
 個別プロジェクトに対する100億ドルのファイナンス
 1,000人を対象とした脱炭素技術に関する人材育成
 グリーンイノベーション基金の成果の活用
 アジアCCUSネットワークを通じたCCSの知見共有 等

 2050年カーボンニュートラルの実現を進める上では、内外一体の産業政策の視点が不可欠。国内市場のみならず、
新興国等の海外市場を獲得し、スケールメリットを活かしたコスト削減を通じて国内産業の競争力を強化。併せて直
接投資、M&Aを通じ、海外の資金、技術、販路、経営を取り込み。

 米国・欧州との間で、イノベーション政策における連携、第三国支援を含む個別プロジェクトの推進、要素技術の標
準化、ルールメイキングに取り組むための連携を強化。また、アジア等新興国との間では、より現実的なアプローチで脱
炭素化へのコミットメントを促す観点から、脱炭素化に向けた幅広いソリューションを提示。また、市場獲得の観点も踏
まえて、二国間及び多国間の協力を進める。

 具体的には、社会実装・市場獲得を視野に入れ、国内外企業の協業を促進する「J-Bridge」の活用や、海外実証
プロジェクト、海外インフラプロジェクトの組成支援、貿易保険の機能強化、人材育成等を実施する。さらに、 「貿易
と気候変動」の日本提案に基づくWTOでの議論等を通じてルールメイキングに取り組む。また、アジア・エネルギー・トラ
ンジション・イニシアティブを通じてアジア等新興国のカーボンニュートラルに向けた、各国の現実的なトランジションの取組を
支援していく。

 「東京ビヨンド・ゼロ・ウィーク」において、カーボンニュートラル実現に向けた日本の戦略の世界に向けた発信、先端的
研究機関間の協力促進、イノベーションの実現やトランジションを支える資金動員に向けた環境整備を進めるとともに、
水素、カーボンリサイクル、化石燃料の脱炭素化に関する国際的な議論や協力をリード。

＜米国＞ ＜アジア等新興国＞



（６）2050年に向けた大学における取組の推進等
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＜大学等における人材育成＞

 2050年を見据え、大学における人材育成や研究開発のための環境整備を速やかに行う。特に、大学等
において、カーボンニュートラルに資する学位プログラムの設定や、地方国立大学の限定的・特例的な定
員増を活用した先導的な取組の創出、リカレント教育の加速等を通じて、社会のニーズに機動的に対応
した人材育成を進める。同時に、初等中等教育段階においても、STEAM教育をはじめとして地球環境
問題等に関する教育の充実を図る。

 大学等コアリションの取組等を通じ、地域における大学等の「知の拠点」としての機能を強化するとともに、
地域の中堅・中小企業が必要とする人材を確保するため、大学と企業のネットワークの形成や、カーボン
ニュートラルの人材育成に資する大学等におけるインターンシップの取組の横展開を進める。

＜経済波及効果の分析手法の検討等＞

 2050年カーボンニュートラルに向けた、政策の企画立案・提言や、その効果の検証にとって、例えば経済的
なプラスマイナス効果や新製品の増加による経済波及効果を示し得ることは重要な要素。

 例えば経済波及効果を計算することができる産業連関表への反映の可能性も含め、カーボンニュートラル
に資する品目群の特定や分析方法の確立を目指し検討を進める。

 その他、環境要因を考慮した統計（グリーンGDP（仮称）など）や指標に係る研究やその整備を関係
省庁が連携して行う。



（７）2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）
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 2050 年カーボンニュートラルを目指す中で、大阪・関西万博の機会を活用する。これを契機に、日本は、「課題
解決先進国」として、持続可能な社会を、国際社会と共に創ることを推し進める。

 大阪・関西万博の会場を、「People’s Living Lab（未来社会の実験場）」として、新たな技術やシステムの
実証の場と位置付ける。それにより、国内外の多様なプレイヤーのイノベーションを誘発し、社会実装していく巨大装
置とする。

①革新的なイノベーション技術の実証
→グリーンイノベーション基金事業の採択プロジェクトとの連携を図ることで、個社単位ではなく、我が国全体としての
効率的な研究開発の促進につなげる。

【想定される実証事例】
・アンモニア発電や水素発電の実証を行い、CO₂フリー電源を会場に供給する。
・ネガティブエミッション技術（Direct Air Carbon Capture and Storage, DACCS）につながる実証
等を行う。
・生ごみから発生するCO₂を利用したメタネーションやCO₂吸収型コンクリート等の実証を行う。
・ペロブスカイト等の次世代型太陽電池の試作品のデモンストレーション等を万博会場等において行う。

②万博全体としての取組
→パビリオン等の会場施設においても、カーボンニュートラルを中心とした「2050年の社会像」を強く意識した展示や
イベントの展開を積極的に進める。

→次世代型の太陽電池をはじめとした再生可能エネルギーや水素・アンモニアの利用を進めるとともに、CO₂吸収型
コンクリート、ネガティブエミッション技術の活用等を目指す。

③取組・効果の発信
→国内外から2,820万人の来場者を見込む大阪・関西万博において、カーボンニュートラルの取組について、社会
実装に役立つ形で発信する。その際、来場者からのフィードバックが行われるような仕組みを検討する。



（８）グリーン成長に関する若手WG

2050年カーボンニュートラル社会の実現に向けて我が国社会が成長し続けるためには、2050年に現役である若手世
代の意見を取り入れることも重要。
経済産業省に「グリーン成長に関する若手WG 」を立ち上げ、2021年６月に報告書「自分ゴトにするために/共感から
始めるカーボンニュートラル」を取りまとめ。
報告書で提言された政策の実現に向けて、今後も若手世代による議論を継続していく。

＜提言内容の例＞

（１）経済の持続可能性を表す、新たな指標を設定する。

 カーボンニュートラルに向けた取組が、その他の取組に比べて、相対的に評価されるようにする。例えば、「現在の総生産力」を測る
GDPに対して、「未来に残す総資産」を測る新たな指標であるGDS（Gross Domestic Sustainability/国内総持続可能
性）を策定。

（２）CO2の可視化（ライフサイクルアセスメント）を推進する。

 各主体のCO2の排出及び削減や、その影響の適切な可視化のため、統一的なCO2の排出・削減量と影響を評価するための算
定ルール、規格を策定。

 可視化した情報を元に、投資家向けの認証制度を構築するなど、開示に当たっての企業のインセンティブ付けを実施。

（３）カーボンニュートラルへの移行に向けたコスト負担に関するガイドラインを策定する。

 業種や地域、事業規模等に応じた、具体的なコストのイメージや投資計画のひな型、サプライチェーン内でのコスト負担の考え
方等をまとめたガイドラインを策定する。

（４）起業人材や研究開発人材などの育成を推進する。

 環境分野における起業人材と、企業や大学、行政といった多様な関係者が結びつくためのネットワーク構築を支援するほか、
カーボンニュートラル関連の新規事業立ち上げのためのガイドラインを策定。

 様々な人材のカーボンニュートラルに関する知見獲得を支援するため、社会人の学びなおし（リカレント教育）や大学教育等に
おけるカリキュラムの見直しを実施。

22



５（１）．成長が期待される14分野
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エネルギー関連産業 輸送・製造関連産業 家庭・オフィス関連産業

足下から2030年、
そして2050年にかけて成長分野は拡大

②水素
・燃料アンモニア産業

④原子力産業

③次世代
熱エネルギー産業

①洋上風力・
太陽光・地熱産業

（次世代再生可能エネルギー）

⑪カーボンリサイクル
・マテリアル産業

⑥半導体・
情報通信産業

⑩航空機産業

⑦船舶産業

⑨食料・農林水産業

⑧物流・人流・
土木インフラ産業

⑤自動車・
蓄電池産業

⑫住宅・建築物産業
・次世代電力

マネジメント産業

⑬資源循環関連産業

⑭ライフスタイル
関連産業



５（２）．分野ごとの国民生活のメリット
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 カーボンニュートラルの本質は、社会を変える企業・人々の、「行動の変革」。行動の変革は、技術の提供側と利用
側の両方に、「使い方」や「つながり方」を変容させ、イノベーションのスパイラルをもたらす。

 そのため、2050年カーボンニュートラルの結果としての、国民生活のメリットを意識しつつ、本戦略を実行していく。

＜国民生活のメリットの例＞

 （洋上風力・太陽光・地熱産業）
商業施設や家庭の壁面にも設置可能な水準を目指し、電気料金を節約する。
• 既存の太陽電池では技術的な制約により設置が困難な住宅・建築物にも太陽光発電設備が設置可能となった場合、発電し

た電力の約３割を自家消費すると仮定すれば、一般家庭においては電力消費量の３割程度を賄うこと（機械的に換算すれば
１万円/年の節約）が可能となる。

 （水素・燃料アンモニア産業）
サプライチェーンが安定した、将来の水素火力発電、燃料アンモニア発電は価格安定効果あり。コスト低減が実現し
た仮定の下で、急な価格高騰の影響を抑止する効果を、仮に家庭電力料金に換算すると、約8,600円/年相当
の支出抑制効果を発揮する。
• 水素/燃料アンモニアは、化石燃料と比較して特定地域依存度等が低く、安定したサプライチェーンの構築が実現し、同時に十

分な価格競争力を有する水準となる場合、水素/燃料アンモニア火力発電の価格が安定的になるという効果が期待できる。
• 仮に、水素/燃料アンモニア由来電気100％の小売メニューと天然ガス由来電気100%の小売メニューが、それぞれ同額と仮定

して、後者の小売メニューにのみ、約1.8円/kWhの高騰があったと仮定した場合（LNG火力発電のコストが最も高い時を参
考）、標準家庭で、約8,600円/年相当の支出抑制効果を持つ。
（実際の支出は、2050年時点の電源構成や、各電力会社の販売価格等によることに留意が必要。）

 （次世代熱エネルギー産業）
既存インフラの活用により、年間約14,000円の追加負担を回避する。
• メタネーションにより合成される合成メタンは既存インフラ・既存設備を活用可能。仮に新規インフラ投資で全てを改修する場合、

約20兆円規模となり、一般家庭で約14,000円/年の負担増が見込まれる。



５（２）．分野ごとの国民生活のメリット
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＜国民生活のメリットの例＞

 （原子力産業）
放射性医薬品材料への活用の可能性。
• JAEAの試験研究炉から産出される、放射性医薬品材料の活用（例：がん治療）を期待。

 （自動車・蓄電池産業）
事故・移動弱者・交通渋滞ゼロに向けた、移動の安全性・利便性の向上。
• 安全運転支援・自動走行技術の普及・高度化や高度なデジタル・通信技術による連携により、移動の安全性や利便性、生産

性が向上する。

移動時間を現在よりも有効に活用する。
• 「動く居住・サービス空間」として、移動時間の有効活用や、移動せずに様々なサービスを享受することが可能に。

EVの蓄電池を活用して、レジリエンスを向上させる。
• EVを「動く蓄電池」として、停電時の非常電源として活用し、レジリエンスを向上。

 （半導体・情報通信産業）
グリーンなデータセンターの国内立地により、自動走行や遠隔手術など新たなデジタルサービスを実現。
• データセンターの国内立地によって、充分な水準のデータ通信速度を確保することで、遠隔・非対面・非接触のサービスを実現可

能に。

次世代パワー半導体の実用化等を通じて、家電の電気料金負担を軽減する。
• 次世代パワー半導体がすべての家電に搭載された場合、省エネ効果は、一家庭当たり約7,700円程度/年に相当。



５（２）．分野ごとの国民生活のメリット
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＜国民生活のメリットの例＞

 （物流・人流・土木インフラ産業）
自動車を運転できない高齢者等にとって、利便性の高い公共交通サービスを実現する。
• MaaSの社会実装や地域公共交通活性化再生法の活用を通じて、まちづくりと連携しつつ、公共交通の利便性向上を図るとと

もに、LRT・BRTや電気自動車等のCO2排出の少ない輸送システムの導入を推進。

グリーンインフラによって、雨水貯留・浸透等の防災・減災や、健康でゆとりのある生活空間の形成、都市緑化による
ヒートアイランド対策などを実現する。
• パートナーシップ構築支援や、先導的モデルの形成、グリーンボンド等を活用。

 （食料・農林水産業）
木材利用の拡大による睡眠効率向上や、日本食の消費拡大による健康寿命延伸に貢献する。
• 睡眠効率の向上など、木材利用の効果等のエビデンスを検証・発信。
• 食料の安定供給による健康で栄養バランスに優れた日本型食生活の拡大により、国民の健康寿命を延伸。

 （航空機産業）
低騒音の電動航空機の実現により、空港周辺住民や乗客にとっての許容性を向上させる。
• 電動航空機は、航空エンジン内の燃焼器やタービンに由来する騒音が解消されることに加え、既存エンジンと比較して排気速度

が低下するために、排気騒音は低減する可能性が高い。
• 蓄電池や電動モータ等に係る技術開発において積極的に騒音低減を目指す。



５（２）．分野ごとの国民生活のメリット
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＜国民生活のメリットの例＞

 （カーボンリサイクル・マテリアル産業）
消費者の環境配慮や長寿命といったニーズに合わせたコンクリート製品・建築物を提供可能にする。
• CO2吸収によって、コンクリートの耐水性・耐久性が向上。
• また、防錆性能の向上を実現した場合には、住宅などを購入する際に、長寿命といったニーズに合わせた製品・建築物を選択で

きるようになる。

より高機能な自動車や電子機器等を同価格で利用可能にする。
• 機能性化学品の低コスト化を実現しつつ、耐熱性や耐衝撃性、軽量化といった機能性を更に向上。
• これにより、現行よりも高い付加価値を有する製品（自動車や電子機器等）を実現。

 （住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業）
住宅やビルのゼロエネルギー化を実現し、家庭やビルオーナーが負担する光熱費の大幅な低減を目指す。
• 住宅の場合、ZEHで、約16万円/年（80％相当）削減。
• さらに、太陽光発電や蓄電池・EVによるピークシフト、HEMS等の活用で、光熱費ゼロ又は大幅な低減を目指す。

住宅の断熱性能向上等を通じて、ヒートショック防止により、健康リスクの低減を図る。
• 入浴時を含め、暖かい部屋から寒い部屋への移動の際などに、温度の急な変化により生じる健康リスクの低減を図る。

 （資源循環関連産業）
廃棄物処理施設の強靱性を活かした安定的な電力・熱供給と避難所等の防災拠点としての活用。
• 家庭から出るごみなどからエネルギーを効率的に回収。廃棄物処理施設を地域のエネルギーセンター化。
• 施設の強靱性を確保することにより、災害時の電源供給や避難所等の防災拠点として活用。

 （ライフスタイル関連産業）
一人一人に合ったエコで快適なライフスタイルを実現。
• 無理なく自発的な行動変容を促すに当たり重要となるnon-energy benefit（非エネルギー面でのメリット）を追求。
• 例えば、緑化空間が増えることにより、快適性が上がったり、散歩の頻度が上がって健康が増進される効果等が期待。
• 大規模災害時であっても電気・熱を自給でき、安心・安全な暮らしを確立。


